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現状・問題意識 

 

近年、社会の複雑・多様化、国際化等がより一層進展する中で、行政改革を始めとする社

会経済の構造改革が推し進められている。そして自由かつ公正な社会を実現していくために

は、その基礎となる司法の基本的制度が新しい時代にふさわしく、国民にとって身近なもの

となるよう、国民の視点からこれを抜本的に見直し、司法の機能を充実させることが不可欠

である。国の政策として、2002 年に内閣に司法制度改革推進本部が設置され様々な司法制

度改革が提言され推進されている。 

 

１．司法市場の実態 

 

裁判の訴訟・処理に関するデータとして、当該年度に新たに受理された新受理件数がある。

戦後から現在に至るまでの新受理件数の推移２を見てみると増加傾向にあることがわかる。

また、近年社会経済が急激に複雑化・高度化したことにより、裁判所に持ち込まれる事件の

内容も複雑化し、審理期間が長期に及ぶ裁判が多くなっている。３次に、日本の法曹人口に

ついてみてみると、諸外国に比べて日本における人口 10 万人あたりの法曹人口は極めて少

なくなっている。４さらに平成 21 年 5 月より裁判員制度の導入が国民の司法参加として実

施される。衆議院議員の選挙権があれば原則として誰であっても裁判員になる可能性があ

り、来年分の全国の裁判員候補者が 29 万 5 千人余りになって、有権者 352 人に１人が候補

者名簿に載ることになる。この裁判員制度がなされることで、国民生活により近い司法制度

が求められている。これらの現状から、今後国民生活の様々な場面において法曹需要が増大

すると予想されるため、法曹人口を量的に拡大していくと共に、ますます多様化、高度化し

た法曹を養成していくことが必要である。 

 

２．司法制度改革 

 

1997 年 7 月に内閣に設置された司法制度改革審議委員会は、2001 年 6 月に司法制度の根

本的な改革に関する最終意見を公表した。その内容として、3本の柱を提言した。 

（1）国民の期待に応える司法制度の構築 

（2）司法制度を支える法曹の在り方 

（3）国民的基盤の確立（国民の司法改革） 

このような改革を政府全体で精力的に取り組むため 2001 年 12 月、内閣に総理大臣を本部長

とし、全閣僚を構成員とする司法制度改革推進本部を設置し、2002 年 3 月司法制度改革推

進計画が閣議決定された。 

                                                      
２図１：訴訟件数の推移 
3 図 2：審理期間の平均期日回数と平均期日間隔 
４図 3：法曹人口の各国比較 
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（1）国民の期待に応える司法制度 

 国民が司法制度に期待するものは、国民が利用者として容易に司法へアクセスすることが

できる身近な司法環境を構築し、多様なニーズに応じて充実・迅速且つ実効的な司法救済を

得られるということであろう。その為に民事法律扶助制度の拡充、利用者相談の窓口の充実

等といった裁判所の利便性への向上、そしてニーズに応じて多様な紛争解決手段を選択でき

るようにするためには、裁判外の紛争解決手段(ADR)についても、その拡充・活性化を図る

ことが課題である。 

 

（2）司法制度を支える法曹のあり方 

 司法制度の根本的改革を実現する上でも、それを実際に担う人的基盤の整備を伴わなけれ

ば、新たな制度がその機能を十分に果たすことは到底望み得ないところである。今後、国民

生活の様々な場面において法曹に対する需要がますます多様化・高度化することが予想され

る中、人的基盤の整備として法曹の質と量を大幅に拡充することが不可欠である。 

 

（3）国民的基盤の確立 

 国民が法曹とともに司法の運営に広く関与するようになれば、司法に対する国民の理解が

進み、司法ないし裁判の過程が国民に分かりやすくなる。その結果、司法の国民的基盤はよ

り強固なものとして確立されるようになる。刑事司法制度の改革においては、先ほど述べた

裁判員制度の導入が国民の司法参加として実施される。 

 

３．法曹養成制度改革 

 

 司法機能の充実強化を支えるものとして、法曹人口の大幅増加と法科大学院を中核とする

新しい法曹養成制度改革がなされた。法曹人口については、すでに 1990 年代以降、司法試

験合格者を年間 500 人程度から 1,000 人程度に漸増していたが、2002 年 3 月 19 日の閣議決

定「司法制度改革推進計画」により、同年には 1,200 人程度、2004 年には 1,500 人程度ま

で増加し、法科大学院制度を導入した後の 2010 年までには 3,000 人程度にするとされた。

こうした法曹人口の大幅増加目標に対応するため、従前は司法試験と司法修習の 2段階で法

曹を養成していたが、改革以後は司法試験の前段階に法曹専門教育に特化した専門職大学院

である法科大学院を新たに創設し、法科大学院、司法試験、司法修習の 3段階で法曹を養成

することになった。そして、この法科大学院を「法曹の養成のための中核的な教育機関」と

して位置づけ、司法試験と司法修習は「法科大学院における教育との有機的連携の下に行う

べきもの」とした。従前は司法試験受験という「点」が法曹への唯一の関門として機能して

いたため、知識と理論に偏った予備校教育、受験競争激化の弊害や法曹専門教育の不在が指

摘されていたが、新しい法曹養成制度は法科大学院での法曹専門教育を中核とした「プロセ

ス」としての法曹養成をその理念としている。 

 

① 司法試験制度改革 

次に司法試験制度改革について述べていく。2005 年までは旧司法試験のみが実施されて

いたが、2006 年からは旧司法試験と並行する形で新司法試験が始まった。旧司法試験は、

2011 年に廃止されることが決定していて、その後は新司法試験に一本化されることになる。 

新司法試験は法科大学院の卒業が受験の前提となる試験で、法科大学院を修了した者は、

その修了日後の 5年度内に 3回の範囲内で受験することができる。新司法試験は、短答式に

よる筆記試験及び論文式による筆記試験から構成されており、旧司法試験で実施されていた

口述試験は廃止されている。 
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② 法科大学院の設置 

法科大学院は 2004 年度に 68 校が、2005 年度に 6校が開設され、現在 74 校である（内訳：

国立 23、公立 2、私立 49）。入学者は 2004 年度が 5,767 人、2005 年度が 5,544 人、2006 年

度が 5,784 人となっている。法科大学院のカリキュラムは 3年制を原則とし、さらに入学者

の多様性と社会経験を重視して、入学者のうちに法学部以外の出身者または社会人経験者の

占める割合が 3割以上となるよう努力義務が課せられている。また入学試験において各法科

大学院で法学既修者の水準にあると認められた場合、2年で修了することもできる。一般に、

3年の課程を未習（法学未習者課程）、2年の課程を既習（法学既習者課程）という。法科大

学院のカリキュラムは、①法律基本科目群（憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑法、

刑事訴訟法など）、②実務基礎科目群（法曹倫理、法情報調査、要件事実と事実認定の基礎、

法文書作成、模擬裁判、ローヤリング、クリニック、エクスターンシップなど）、③基礎法

学・隣接科目群（基礎法学、外国法、政治学、法と経済学など）、④展開・先端科目群（労

働法、経済法、税法、知的財産法、国際取引法、環境法など）の４群に分けられる。法科大

学院での授業は、法学者のみならず、外部から招聘した実務家が担当することも多い。しか

しながら、具体的な科目設定や実務家教員の数は各法科大学院の創意工夫によるため、実務

家教員数や各科目群ごとの授業数は法科大学院ごとに異なる。 

 
問題意識 
 
 法科大学院の実情として、カリキュラムや授業内容は各大学の裁量が大きいため、比較

的実務系の授業数は少なく、知識・理論系の授業数が多くなっていることが多い。そのため、

法科大学院が国の目指すような実務的素養を身につけることができる教育機関となってい

るのか定かではない。さらに、新司法試験は旧司法試験と同じように判例や法解釈の試験が

中心となっており、この試験で法科大学院の教育で身に付けた実務的な能力を図ることが出

来るとは言い難い。したがって、新司法試験の合格者が法曹になるための実務的素養を身に

付けてきた者となっているのか疑わしい。 
また、新司法試験の合格者は法科大学院修了者の７、８割になると予測されていたが、平

成 18 年に行われた第１回の新司法試験の合格率は 48.35％、第２回の合格率は 40.18％、

第 3 回は 33％となり、第 3 回における新司法試験の合格者は 2,065 人と当初の予定してい

た計画していた 3,000 人を大きく下回っている。一方、法科大学院の教育体制は一貫して

おらず、各大学によって合格率や合格者数に大きな差が出ている。 
これらのことから本稿では、法科大学院や新司法試験制度は本当に質的充分な法曹要請に

役立っているのか、またどのような法科大学院経営が国の掲げる法曹界の量的拡大に最もつ

ながるのか、の２点を問題意識として検証する。法科大学院の教育内容や経営体制、また新

司法試験制度に着目して国が目指す法曹の量的拡大、また質的向上に寄与できる政策を分析

によって明らかにし、効率的な紛争処理を行える体制を整えるよう提言していく。 
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図表 
 
図１ 訴訟件数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：最高裁判所事務総局「司法統計年報」 

 
 
図２ 審理期間別の平均期日回数と平均期日間隔 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：最高裁判所「裁判の迅速化に係る検証に関する報告書（平成 19 年度版）」 
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図３ 法曹人口の各国比較 
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出典：最高裁判所事務総局「裁判所データブック 2003」 
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 分析方法、もしくは分析の方向性 
 
分析方法について記入してください。詳細な説明に関しましては、同じメールに添付して

おりました「第 1 回中間報告書 2008 説明書」をご覧下さい。 
１．高等教育の効率性に関する先行研究 
 
学校経営の効率性を測るという試みは、個々の教育機関の関心であるだけでなく、国の 

教育政策の観点からも非常に有益である。とくに日本の場合、国公立・私立などの設置形 
態や初等中等教育や高等教育といった教育レベルを問わず、ほとんどの教育機関には税金 
が投入されていることから、財政政策上もその効率性を測る統計的な分析は欠かせない。 
妹尾(2003)は、図書館や自治体病院といった公共機関や非営利組織(NPO)の効率性を分析

するのに用いられる手法である包絡線分析法(DEA:data envelopment analysis)を用いて、

国公立・私立大学の医学部教育・研究を統計的に評価している。分析では、入手可能なデー

タをもとに教授数、助教授数、講師数などを投入要素、医学部学生数、国家試験合格率、科

学研究費補助金、公表された業績数などを産出要素として採用している。その結果、私立大

学よりも国公立大学のほうが相対的に効率的な教育・研究活動を行っている可能性が高いこ

とを示している。しかしながら、この研究では経営において非効率を生んでいる諸要因まで

は分析によって明らかにはしていない。 
 
２．本稿の今後の方向性 
 妹尾(2003)の研究を踏まえて、本稿では DEA を用いて法科大学院の経営効率性を評価す

る。分析では、入手可能なデータをもとに教授数、実務家教員数、蔵書数、補助金、運営費

などを投入要素、新司法試験合格者数、在籍学生数を産出要素として採用する。さらに、DEA

の結果をふまえ、本稿ではトービットモデルを用いて非効率性の要因を分析する。トービッ

トモデルを用いた分析では、被説明変数に非効率値を、説明変数に授業料、教員数などを用

いる。非効率を引き起こす要因を分析することにより、法科大学院のよりよい経営の在り方

について言及し、法曹の量的拡大を目指す。 

 これらの分析に加え、我々は問題意識の項でも触れたように法科大学院の実務的な教育が

新司法試験合格に繋がり、各法科大学院が実務家教員を招聘し実務的な授業を行うインセン

ティブを保てる状態にあるのかを OLS(最小二乗法)を用いた回帰分析によって明らかにす

ることを考えている。具体的には、被説明変数に新司法試験合格率を、説明変数に各法科大

学院のカリキュラムや授業内容、実務家教員数、教授数などを採用する予定である。しかし

ながら、高等教育機関の授業カリキュラムや教員体制が国家試験合格率に及ぼす影響を見た

研究は我々の知る限りではなく、現在参考となる研究を模索しているところである。 
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政策提言の方向性 

現状の問題を解決するにあたり、自分たちが提言する政策の方向性を記入してください。 
＊具体案がまとまっていなかったら記入しなくてもかまいません。 
＊文字制限に含まれません。 
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先行研究・参考文献 

主要参考文献（５冊以内）：以下の形式で記入して下さい。 
・妹尾渉(2003)「日本の医学部教育・研究の効率性分析-包絡線分析法(DEA)を通して-」 
 

引用文献：以下の形式で記入して下さい 
・ 中西一裕(2007)『法曹養成制度改革の現状と課題』法曹養成対策室報No．２ 

・ 司法制度改革推進本部ＨＰ 

・ 小塩隆士・妹尾渉(2003)｢日本の教育経済学：実証分析の展望と課題｣ 

 
データ出典：以下の形式で記入して下さい 
・ 裁判所ＨＰ「司法統計年報」 
・ 裁判所データブック 
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